地域商社やまぐち新商品開発補助金
　事務処理の手引き　
株式会社YMFG ZONEプラニング
地域商社やまぐち新商品開発補助金
この手引きは、地域商社やまぐち新商品開発補助金について、「補助金交付要綱」、及び「交付決定通知書」に基づき、効果的かつ適正に事業を行うための主な内容を取りまとめたものです。
０　補助事業の基本的な考え方
この補助金の交付を受ける補助事業者は、この補助金が効果的かつ適正に使用されるように、「地域商社やまぐち新商品開発補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）、事務処理の手引き及び交付決定通知書の交付条件で定めるところにより、補助事業を実施してください。
補助事業者は事業の実施に当たり、経理担当者及び開発担当者等との相互連絡を密にしてください。特に、経理処理については、伝票、証拠書類の処理や保管に関して各人の認識を新たにして、その処理にあたってください。
なお、事業実施上発生する諸問題、当初予定していた事業の取り止めや変更などが必要となった場合、又は、当初予定どおりに事業が進行していない場合等、特に補助金交付申請書に記載した事項を変更しなければならないような場合には、事前に地域商社やまぐちおよびYMFGZONEプラニング（以下「YM-ZOP」）の担当者と緊密に連絡を取り合い、相談のうえ、所定の手続きを取るようにしてください。
　（YM-ZOP連絡先）083-223-4202　担当：福山、河野　
《補助事業の標準フロー図》




１　事業実施上の注意事項
　（１）事業期間

　　　　交付決定日から交付申請書（様式第１）記載の完了予定期日まで

　
（２）事務処理

経理担当者や研究者等との連携を密にし、伝票・証拠書類の処理や保管を適切に処理すること。

（３）事業内容等の変更・報告
交付申請書に記載した内容・金額を変更する場合は、事前に地域商社やまぐちおよびYM-ZOP担当者に連絡すること。

　（４）取得財産について
　　　① 生産活動等への使用の禁止
機械装置、試作品、備品、消耗品は、生産ラインや販売製品に組み入れるなど補助事業以外には使用不可であり、事業終了後も同様のこと。
（開発研究実施場所から他へ移すときは届出が必要）
なお、取得財産の処分制限期間内に処分を制限された取得財産等を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付、②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に承認を受けるとともに､財産処分によって得た収入の全部若しくは一部を納付すること。
ただし、補助事業の成果として、補助事業終了後も善良な管理者の注意をもって管理し､補助金交付の目的に従って有効に活用する場合には、生産転用を認めることとする。

※具体的には、事前に承認手続きを行うことにより、財産処分に伴う補助金
相当額の納付義務を免除することにより対応します。
ただし、補助期間内における転用、補助事業の成果と関係のない事業活動への転用、転用に伴い設備の所有者の変更を伴うもの、及び事前の承認手続きを得ていない転用については認めないものとする。
　　　 ② 台帳の整理
　　　　　取得物件の取得日は検収日とし、年月日を明確にすること。
　　　　　　例）検収伝票を発行、納品書への表示
・機械装置及び備品　･･･　取得財産等管理台帳（様式第11）

・試作品　　　　　　･･･　試作品管理台帳（様式は任意）

・消耗品　　　　　　･･･　受払簿（様式は任意）
（検査時に所在が不明ということのないよう、管理すること。）
　　　③ 表示
　　　　 長期間消えない材質で「取得年度－ eq \o\ac(○,補)－整理番号」と表示すること。

　　　　 パンフレット等の印刷物は、補助金で作成したことを明記すること。
　　　　　（例）『令和元年度地域商社やまぐち新商品開発補助金を活用』
　（５）開発研究等内容の整理
　　　① 研究日誌の作成
研究開発日誌は必ず作成すること。日付、研究者名、研究従事期間、研究内容及び責任者の署名等を記載すること。（様式は任意）
　　　② 研究記録の整理保管
設計図やデ－タ類は、整理し保管すること。
　　　　 図面等には、 eq \o\ac(○,補)マ－クを表示すること。

　（６）経理及び証拠書類等の整理
支出費目は、交付要綱別表２のうち、事業目的に直接関係するものに限ること。
　　　　なお、伝票、証拠書類等は適切に処理し、事業終了後５年間保存すること。

（注）書類不備の場合は補助対象外
※また、経費の計上は、交付決定日以降に発生(発注)したもので、事業期間
中に終了(支払)したもの※１が対象となります。

　　① 伝票・帳簿
　　　　 特別会計を設けて経理区分を別にし、補助対象分を明確にすること。
　　
　② 契約に係る見積
　　　 　10万円以上の契約を行う場合は、原則として相見積を取ること。
（注）相見積ができない場合は、理由書を作成すること。
③ 購入に係る証拠書類
　　　 　経費区分ごとに、カタログ、仕様書、見積書、注文書、注文請書、契約書、納品書、検収調書、請求書、領収書、口座振込の控え等を保管すること。

　　　
④ 経費の支払い方法
　　　　・事業期間内※１に全ての支払を完了すること（未完了分は補助対象外）。
　　　　・原則口座振込とすること。現金による支払いは、謝金、旅費、軽易低額な物品購入などやむを得ないと認められる場合に限ることとし、地域商社やまぐちおよびYM-ZOP担当者に事前に連絡すること。

　　　　・やむを得ず、手形、小切手による支払を行う場合は、当座預金残高を確認し、YM-ZOP担当者に事前に連絡すること。
（注）手形の期日及び小切手の口座引き落とし日は事業期間内に限る。

　　　　・補助対象物件以外の取引との混合払は原則不可であること。
　　　　・他の取引との相殺払は不可であること。
　　　　・振込手数料は補助対象外なので、振込手数料相当額を減額しないこと。
※１【補助事業における調達の補助対象可否判断例】
	可
否
	補助事業
期 間 前
	補助事業期間中
	補助事業
期 間 後

	○
	
	見積　発注　納品　検収　請求　支払
	

	○
	　　　見積
	　　　発注　納品　検収　請求　支払
	

	×
	見積　発注
	　　　　　　納品　検収　請求　支払
	

	×
	
	見積　発注　
	納品　検収…

	×
	
	見積　発注　納品　検収　請求
	支払


　「検収」とは、納品物が発注した内容に適合するか検査をする行為をいいます。
　（７）補助対象経費の留意事項
　補助対象経費は、交付要綱別表２に揚げた経費に係るもので、事業目的に直接関係するものに限る。不明な点がある場合にはYM-ZOP担当者と連絡を取り合い、適切な経費計上に努めること。
　　　    また、当該事業経費が補助金交付決定額を超えた場合は、補助事業者において負担すること。
　　      次に、補助事業者は、補助事業を実施するにあたって、伝票、証拠書類の処理などの経理処理に関しては、その取扱いに十分注意すること。不備な場合は、補助金の支払いがなされないことがあるため、要領は以下に従うこと。
　
　
　　
・原則、その都度支払い、一括払いは行わないこと。
・謝金単価は、事業者が定める規程等によりその単価の根拠が明確であり、社会通念上妥当な金額であること。
・実際の稼働時間のみが対象。依頼業務に係る成果報告書を作ること。


・旅費規程が作成されていること。

・領収書がない場合は対象外。
・ 公共交通機関の利用による最も経済的で合理的な経路での実費であること。
（注）グリーン車、ビジネスクラス等の特別付加料金は対象外
・タクシー代、ガソリン代、高速道路通行料金、レンタカー代等の公共交通機関以外の利用による旅費は対象外

・日時、場所、理由等を記載した出張報告書（様式任意）を整備すること。（注）出張報告書がない場合は対象外。展示会等は写真等を添付すること。

・海外旅費は対象外

・契約書等により補助員の業務の内容を明らかにし、時間単価においては、契約書等による時間単価により算出すること。また、出勤簿、タイムカード等を整備すること。
・従事した時間に所定時間外労働（残業・休日出勤等）を含む場合は、補助事業の内容から、平日に所定時間外労働が必要不可欠な場合で、補助事業者が残業手当を支給している場合とする。
・業務日誌を備え、当該事業の従事時間（何時間、何をしたか等）を明らかにすること。通常業務のアルバイトを補助事業に従事させる場合は、補助事業と補助事業以外を明確にし、支払いも別にすること。
・賃金の支払が確認できる資料（銀行振込受領書等）を用意すること。

・購入数量は必要最小限にすること。

（注）事業終了時の未使用分、販売目的の生産に係る経費は対象外
・受払簿※２を作成すること。
・研究開発で発生した仕損じ品等は保管すること。不可能な場合には、写真を保管すること。
※２原材料受払簿の作成例（消耗品費の場合も同様）
	品　名
	仕　様
	受入年月日
	数量
	受払年月日
	数量
	在庫数量

	○○試薬
	××-△△
	H30.1.30
	1,000ml
	
	
	

	
	
	
	
	H30.2.5
	10ml
	990ml

	
	
	
	
	H30.2.20
	40ml
	950ml

	◇◇原料
	@@-##
	H30.1.30
	200kg
	
	
	

	
	
	
	
	H30.2.1
	50kg
	150kg

	
	
	
	
	H30.2.7
	100kg
	50kg

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	H30.2.14
	50kg
	0kg



　　　
・購入の場合は、カタログや仕様書等関係書類が必要。
　　　 ・自社で製造、改良等を行う場合は、設計図、仕様書等の作成が必要。

       ・数量を「一式」とした場合は、内訳表を作成すること。

　　　 ・外注又は委託する場合は、公設試験研究機関を除き、原則として相見積を取得すること。
（注）相見積ができない場合は、理由書を作成すること。
　　　 ・発注書（仕様書）及び発注図面等を保管すること。

　　　 ・委託内容、金額等が明記された委託契約書を締結すること。
　　　 ・委託費は経費総額の50％が上限であること。

【源泉徴収】

委員の謝金や旅費、委託費等で、事業者が源泉徴収を行った場合は、所轄税務署へ納付した証拠書類を保管すること。　　　　　　

（８）主な補助対象外経費（例）
　　　 ・通信運搬費（電話代、切手代、インターネット利用料金等）、水道光熱費

　　　 ・名刺や事務用品等消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費

　　　 ・茶菓子、飲食、娯楽、接待の費用
　　　 ・不動産の購入費、自動車等車両の購入費・修理費・車検費用

　　　 ・その他、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費

２  報告関係
下記の報告書・届出書を所定の期日までに提出すること。
　（１）事業内容または経費の配分に変更が生じる場合
様式第３:内容(経費の配分)変更承認申請書
　　　　　以下の場合は、事前にYM-ZOPの担当者と協議の上、承認を受けること。
　　　　　・経費を20％以上減額
　　　　　・経費配分を20％以上変更
（２）事業を中止する場合
様式第４：中止（廃止）承認申請書

事業遂行を中止または廃止する場合は、事前にYM-ZOPの担当者と協議の上、承認を受けること。
（３）事業が遅延する場合
様式第５：遅延等報告書
完了予定期日までに完了することが見込めない場合は、事前にYM-ZOPの担当者と協議の上、承認を受けること。
（４）状況報告
様式第６：遂行状況報告書
補助事業の遂行状況について、下記により提出すること。

　　　　・別紙様式「補助対象経費支払明細表」を添付すること。

　　　　・提出期限･･･････12月1日現在の状況について → 12月20日
（５）事業が完了または廃止の承認を受けた場合
様式第７：実績報告書
　　　　・「別紙１　補助金支出表」及び「別紙２」を添付すること。

　　   　　（注）実績額を円単位で記載し、補助金申請額は経費区分ごとに千円未満を切り捨てのこと。
  　　　・別紙様式「補助対象経費支払明細表」を添付すること。
　　　　・事業により作成した報告書、パンフレットなど成果物を添付すること。
　　　　・提出期限･･････事業完了日または廃止の承認を受けた日から20日以内、または事業完了年度の3月6日のいずれか早い日まで
（６）補助金を請求する場合

様式第９：精算払（概算払）請求書
・原則は精算払。概算払は、財産取得及び支払が完了し、計画の達成が期間内に見込められ、現地調査により承認された場合のみ。
・事業者の指定する預金口座への振込。
（７）その他
・消費税還付金の取り扱いについては、交付要綱第６条第２項によること。　　　　　　

・事業者の代表者、所在地、社名等に変更があった場合には報告すること。
３　中間・完了検査
　　事業の実施状況を確認するため、以下の事項について現地調査を実施する場合が
ある。実施に当たっては、検査が円滑に進むように準備すること。
　　・事業内容（実施状況及びその成果、試作機器等）
　　・経理処理（会計帳簿類、注文書や領収書などの証拠書類）
４　不正・不当な行為に対する処分
　　事業者は、誠実に事業を行うこと。不正、不当な行為に対しては交付要綱第25条により、交付の決定を取り消すものとする。
５　実地検査
　　事業終了後、5年間の範囲内で、実績報告書に基づく事業目的、経過及び内容（成果品、管理台帳、物品管理台帳の整備、ラベル等の表示、経費支出関係等）について実地検査を実施する。なお、実地検査において、不当・不適事項（補助対象物件の無断処分等）があれば、補助金の返還義務が発生する。　　　
　【必要書類】
　　①様式関係：交付申請書、交付決定通知書、変更承認申請書、変更承認通知書、遂行状況報告書、精算払（概算払）請求書、実績報告書、額の確定通知書
　　②会計関係：総勘定元帳、補助簿、通帳、カタログ、仕様書、見積書、注文書、発注伝票、契約書、請書、納品書、検収調書、請求書、銀行振込伝票、領収書

　　③そ の 他：研究日誌、出張報告書
６　事業完了後の事務処理
（１）取得財産の管理及び処分
取得財産の処分については、交付要綱第21条に基づき、様式第12「取得財産の処分承認申請書」により承認を受けなければならない。
　　　
（２）実施結果の事業化
　　　事業実施結果の事業化に努めること。
（３）事業化等状況報告書

様式第１３：事業化等状況報告書

事業化等の状況について、下記により提出すること。

・それまでに確定した直近の決算書を添付すること。

　　　　・事業完了日の属する会計年度の終了後及びその後５年間報告すること。

　　　　・提出期限･･･････４月２０日

（４）産業財産権等に関する届出

事業に基づく発明、考案等の産業財産権等については、交付要綱第23条に基づき、様式第14「産業財産権等取得等届出書」を提出すること。　
（参考）機械装置、工具器具の購入・借用等に関する証拠書類のファイリング例
	







（参考）旅費に関する証拠書類のファイリング例
	








補助金支払





額　の　確　定





確　定　検　査





事　業　完　了





補助金請求 





実　績　報　告





（状　況　報　告）





交　付　決　定





事　業　開　始





関係書類の作成・整理





謝金


　指導・助言を受けるために依頼した専門家等に謝礼として支払われる経費





旅費


　・情報収集、各種調査、会議、販路開拓等のための旅費。


・事業の遂行に必要な指導・助言等を依頼した専門家等に支払われる旅費





雑役務費


　事業遂行に必要な業務・事務を補助するアルバイトに支払われる経費





原材料費


　原材料・副資材等の購入に要する経費





機械装置、工具器具の購入・借用等


　研究のためにレンタル、リースに要する経費（基本的に購入は不可）。





外注費


　原材料等の再加工及び設計等を外注する経費





委託費


　デザイン設計、加工、分析、コンサルタント会社による市場調査費等





機械器具











○○○○○事業














機械器具設置費





見積書・相見積書





カタログ・仕様書





発注書（控）





注文請書





納品書・検収調書





請求書





銀行振込受領書・領収書





※物件ごとに取引の流れに沿って整理





※他に用意する書類


○旅費規程等内規


等











○○○○○事業














旅　費





旅費





出張伺・承認





旅費計算書





出張報告書





領収書（航空機、鉄道等）





銀行振込領収書





現金出納簿・出張者からの領収証





その他





※時系列又は対象者ごと等に整理
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